【肉用牛技術指標利用上の留意点】

１．利用可能な経営

１）繁殖・育成経営

本技術指標が利用可能な経営は、成雌牛をすべて自家更新している繁殖・育成経営を想定しています。しかし遺伝的能力向上の観点から、更新する雌牛の一部を外部からの導入でまかなうことを視野に入れてもよいでしょう。また、生産された子牛は県内の市場に出荷されることを前提にしています。

　本指標においては、必要な労働力はすべて家族でまかなうことを前提としており、経営規模はその範囲で設定する必要があります。労働力１人当たり年間労働時間を２，０００時間とみなしていることから、確保可能な労働力に応じた規模を前提に、指標値を活用してください。また労働力に余裕があれば他の作目を組み合わせることも可能でしょう。

２）肥育経営

本技術指標が利用可能な経営は、和牛肥育においては全頭をもと牛導入、交雑種及び乳用種肥育においては全頭をスモール導入している去勢牛肥育専業経営を想定しています。また、生産された肥育牛は、いずれにおいても県内の食肉処理場で処理され、枝肉で販売されることを前提にしています。

　本指標においては、労働力１人当たり年間労働時間を２，０００時間とみなしていることから、必要な労働力は家族でまかなうことを基本とし、規模に応じて不足する労働力は臨時あるいは常雇で確保することを前提に指標値を活用してください。

２．想定される施設・資本装備

１）繁殖・育成経営

　本技術指標の利用にあたり想定される施設は、頭数規模に応じた運動場を付属している、分娩室を備えた繁殖牛舎と排出されるふん尿を適切に堆肥化できる堆肥舎です。生産される堆肥は自家利用を前提とし、一部は外部への搬出を想定しています。

２）肥育経営

　本技術指標の利用にあたり想定される施設は、いずれにおいても導入から出荷まで飼育する、肥育牛１頭あたりの平均専有面積を６～７㎡程度として規模を算定した踏み込み式牛舎で、ふんの搬出はフロントローダー等による機械で行うことを前提としています。また堆積型、あるいは通気型堆肥舎でふん尿を堆肥化し、堆肥は外部への搬出を主とし、一部について自家利用することを想定しています。

３．指標値の利用

（１）飼養技術

１）繁殖・育成経営

平均分娩間隔は平成１６年度優良繁殖和牛牧場認定事業調査結果によれば１３．１ヵ月となっています。分娩間隔の短縮は収益性を向上させる上で非常に重要であり、最終目標は１年１産ですが、本指標では実態を勘案して１２．５ヵ月としました。

  繁殖供用は体重３００～３３０kg、体高１１６～１１８cmとしていますが、これは平均的な発育値であり、基本的には体高値を優先して下さい。１３～１４カ月齢時に体重・体高値が目標値に達しない牛については、分娩時の事故を防止するため繁殖供用開始を遅らせた方がよいでしょう。

２）肥育経営

  和牛（黒毛和種）、交雑種（♂黒毛和種×♀ホルスタイン種）及び乳用種の指標数値を明記しました。

素牛導入月齢は、和牛は渋川子牛市場におけるもと牛導入、交雑種及び乳用種は前橋家畜市場におけるスモール導入を前提としました。

出荷月齢は群馬県酪農・肉牛生産近代化計画（平成１２～２２年度）においては、和牛２５ヵ月齢、交雑種２１ヵ月齢及び乳用種１８ヵ月齢が目標値となっていますが、指標値は実態値を勘案して定めました。１日当たり増体量は実態値を勘案して定めましたが、特に、和牛の場合は種雄牛及び繁殖雌牛の遺伝的能力により肥育牛の発育に違いが見られることに留意して下さい。

　事故率はもと牛導入である和牛は２％以下とし、交雑種及び乳用種はスモール導入であることからそれぞれ３％以下としました。

（２）飼料給与

 １）繁殖・育成経営

 　成雌牛の体重４５０kg、飼料は配合飼料（ＴＤＮ６８%）、トウモロコシサイレージ（ＴＤＮ１８．４%）、稲ワラ（ＴＤＮ３７．６%）とし、日本飼養標準・肉用牛（２０００年版）に準じて給与量を算出しました。

  子牛は、生後３ヵ月齢まで人工乳（ＴＤＮ７５%）とチモシー乾草を給与、４～５ヶ月齢は育成用配合飼料（ＴＤＮ７２%）とチモシー乾草を給与、６～８ヶ月齢は育成用配合飼料、チモシー乾草及び稲ワラ（ＴＤＮ３７．６％）給与としました。

２）肥育経営

  飼料給与量は、基本的には使用する飼料の製造メーカー等のマニュアルに沿うことを前提とします。

  本指標では濃厚飼料のＴＤＮは、和牛７０%、交雑種７２%、乳用種７６%、粗飼料（稲ワラ）のＴＤＮは３７．６％として飼料要求率（１kg増体に要するＴＤＮ）を算出しました。

（３）労働配分

　１人当たり年間労働時間を２,０００時間として１労働力を算定しており、部門に従事する実人員ではないことに留意する必要があります。
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